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【総務委員会】 

○地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律案

（内閣提出第２号）要旨 

本案は、現下の経済情勢等を踏まえ、地方税に関し、所要の措置を講じよう

とするもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 個人住民税について、物価上昇局面における税負担の調整及び就業調整へ

の対応のため、特定親族特別控除の創設等を行うこと。 

二 新たな排ガス規制の適用開始等に伴い、新たに追加された二輪車の車両区

分を踏まえ、当該二輪車に係る軽自動車税の種別割の標準税率を定めること。 

三 一定の納税者等に対する通知により通知した事項について、地方税関係手

続用電子情報処理組織により地方税共同機構を経由して提供することを可能

とすること。 

四 税負担軽減措置等の整理合理化等を行うこと。 

五 この法律は、一部の規定を除き、令和７年４月１日から施行すること。 

 

○地方交付税法等の一部を改正する法律案（内閣提出第３号）要旨 

本案は、地方財政の状況等に鑑み、令和７年度分の地方交付税の総額の特例

措置を講ずるほか、各種の制度改正等に伴って必要となる行政経費の財源を措

置するための地方交付税の単位費用等の改正を行うとともに、公営競技納付金

制度及び河川等におけるしゅんせつ等に要する経費に充てるための地方債の特

例の期限を延長し、あわせて、情報システム又は情報通信機器の整備に要する

経費に充てるための地方債を起こすことができることとする等の措置を講じよ

うとするもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 地方交付税法及び特別会計に関する法律の一部改正 

１ 地方交付税の総額の特例 

㈠  令和７年度分の通常収支に係る地方交付税の総額については、地方

交付税の法定率分の額に、法定加算額929億円及び地方公共団体金融機

構の公庫債権金利変動準備金の活用等による加算額2,400億円を加算し

た額から、交付税及び譲与税配付金特別会計借入金償還額２兆8,000億

円及び同特別会計借入金利子支払額2,270億円等を控除した額18兆

9,574億円とすること。 

㈡ 交付税及び譲与税配付金特別会計借入金について、令和７年度の償還

額を増額し、令和33年度までに償還することとすること。 
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２ 基準財政需要額の算定方法の改正 

各種の制度改正等に伴って必要となる行政経費の財源を措置するため、

令和７年度分の普通交付税の算定に用いる単位費用を改正すること。 

３ 震災復興特別交付税に関する特例 

震災復興特別交付税に充てるため、令和７年度分の地方交付税の総額に

684億円を加算するほか、令和７年度の震災復興特別交付税に関する特例

等を設けること。 

二 地方財政法の一部改正 

１ 公営競技を行う地方公共団体の地方公共団体金融機構に対する納付金の

納付制度を５年間延長すること。 

２ 河川等におけるしゅんせつ等に要する経費に充てるための地方債の特例

の期限を令和６年度から令和11年度に延長すること。 

３ 令和７年度から令和11年度までの間に限り、情報システム又は情報通信

機器の整備に要する経費に充てるため、地方債を起こすことができること

とすること。 

三 施行期日 

この法律は、令和７年４月１日から施行すること。 

（修正要旨） 

交付税及び譲与税配付金特別会計借入金について、令和７年度の償還額を２

兆5,944億4,900万円（政府原案では２兆8,000億円）に減額し、令和34年度

（政府原案では令和33年度）までに償還するものとすること。 

 

○地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律

の一部を改正する法律案（総務委員長提出、衆法第17号）要旨 

本案は、特定地域づくり事業協同組合の健全な発展を図り、地域社会の維持

及び地域経済の活性化に資するため、関係市町村等に労働者派遣事業を利用さ

せる場合における員外利用制限の緩和を行うとともに、内閣府の所掌事務の特

例の期限を延長する措置を講じようとするもので、その内容は次のとおりであ

る。 

一 組合員以外の者の事業の利用の特例 

１ 特定地域づくり事業協同組合が組合員以外の者のうち関係市町村等に労

働者派遣事業を利用させる場合における組合員以外の者の利用割合の制限

を緩和し、次のとおりとすること。 
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㈠ 一事業年度における組合員以外の者の事業の利用分量の総額がその事

業年度における組合員の利用分量の総額の100分の50を超えてはならな

いこと。 

㈡ 一事業年度における組合員以外の者（関係市町村等を除く。）の事業

の利用分量の総額がその事業年度における組合員の利用分量の総額の

100分の20を超えてはならないこと。 

２ １の「関係市町村等」とは、当該特定地域づくり事業協同組合の地区を

その区域に含む市町村及び当該市町村が単独で又は他の市町村と共同して

設立した地方独立行政法人をいうこと。  

二 施行期日等 

１ 施行期日 

この法律は、公布の日から起算して３月を経過した日から施行すること。

ただし、２は、公布の日から施行すること。 

２ 内閣府設置法の一部改正 

内閣府の所掌事務の特例の期限を５年延長し、令和12年３月31日までと

すること。 

３ その他 

その他所要の規定の整理を行うこと。 

 

○電波法及び放送法の一部を改正する法律案（内閣提出第19号）要旨 

 本案は、電波の有効利用を促進し、及び情報通信技術の進展等に対応した規

制の合理化を図るため、特定高周波数無線局を開設することのできる者を価額

競争により選定する制度の創設等の措置を講じようとするもので、その主な内

容は次のとおりである。 

一 新たな周波数割当方式の導入 

  6,000 メガヘルツを超える同一の周波数を使用する相当数の無線局を一定

の区域において一体的に運用するために開設される「特定高周波数無線局」

を開設することのできる者を、価額競争により選定する制度を創設するこ

と。 

二 無線局の免許状等のデジタル化等に関する制度の整備 

 １ 無線局の免許状等のデジタル化 

   無線局の免許状等及び基幹放送事業者の認定証について、書面による交

付を廃止して、免許人等が、免許等に係る事項を記録した免許記録等をイ
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ンターネットで閲覧できる仕組みを導入すること。 

 ２ 国の機関等に対する免許等関連手続のデジタル化の義務付け 

   国の機関、独立行政法人及び包括免許人その他の相当数の無線局を開設

している者に対し、免許の申請等の手続について、書面による手続を廃止

して、インターネットによる手続を義務付けること。 

三 電波利用料制度の見直し 

 １ 免許人等が電波利用料として国に納めなければならない金額の改定 

   令和７年度から令和九年度までの電波利用共益費用等の見込みを勘案し

た電波利用料の料額の改定を行うこと。 

 ２ 電波利用料の使途の見直し 

   電波利用料の使途として、携帯電話基地局等の強靱化に係る補助金の交

付を追加するとともに、特定周波数変更対策業務の対象に周波数を共同利

用する場合を加えるほか、同業務について無線設備の機能を有線通信によ

り代替する設備への変更工事に要する費用への給付金の支給等を可能とす

ること。 

四 中継局を廃止する際の受信者保護規律の整備 

  特定地上基幹放送事業者等が中継局を廃止する際には、その廃止する地域

において放送番組を引き続き視聴できるようにするための措置を講ずるよう

に努めること。 

五 施行期日 

  この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して９月を超えない範

囲内において政令で定める日から施行すること。 

（附帯決議） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の各項の実施に努めるべきである。 

一 電波利用料の歳入と歳出の累積差額については、電波利用料が電波の適正

な利用の確保に関し無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に

要する費用を免許人等が負担するものであることを踏まえ、必要性や緊急性

の高い電波利用共益事務への積極的な活用を図ること。 

二 価額競争における落札価額が著しく高額となり、事業者ひいてはそのサー

ビスの利用者にとって過度な負担とならないよう、価額競争実施指針を定め

ること。 

三 価額競争の仕組みを積極的かつ適切に活用すること等により、都市部のみ

ならず都市部以外の地域においても、電波の公平かつ能率的な利用を促進
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し、地域に根差した電波利用サービスが生まれるよう努めること。 

四 価額競争の運用状況を踏まえ、より公平性及び透明性の高い周波数の割当

ての実現に向け、将来的に他の周波数についても価額競争を導入することも

含め継続的に検討すること。 

五 電波が有限・希少な国民共有の財産であることに鑑み、価額競争における

落札者が我が国の経済安全保障上の利益を損なうことなく落札した周波数を

活用したサービスを長期的かつ安定的に提供するよう、十分に留意するこ

と。 

六 電波の逼迫状況を解消するため、電波の再配分のみでなく、未利用周波数

帯の開拓等の技術開発を含め、電波の有効利用に引き続き取り組むこと。 

 

○電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正す

る法律案（内閣提出第54号）要旨 

 本案は、近年の社会経済情勢の変化を踏まえ、基礎的電気通信役務のあまね

く日本全国における提供及び電気通信事業者間の適正な競争関係を確保しつ

つ、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「地域会社」

という。）の経営の自由度の向上等を図るため、基礎的電気通信役務について

他の電気通信事業者が提供しない区域における提供の義務を負う最終保障電気

通信事業者について規定するほか、地域会社の地域電気通信業務の範囲を見直

す等の措置を講じようとするもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 最終保障電気通信事業者は、その最終保障業務区域において、基礎的電気

通信役務の提供の求めがあった場合、他に当該役務を提供する電気通信事業

者がいないときは、最終保障電気通信役務を提供しなければならないこと。

また、基礎的電気通信役務支援機関は、最終保障電気通信役務の提供に要す

る費用の一部に充てるための交付金を交付する業務等を行うこと。 

二 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者等の禁止行為等に関す

る規定を整備すること。 

三 電気通信番号使用計画の認定の欠格事由として、詐欺罪等により刑に処せ

られた者等を追加すること。 

四 鉄塔等提供事業を営む者等は、土地等の使用に関する総務大臣の裁定等の

規定の適用を受けようとする場合には、その鉄塔等提供事業について、総務

大臣の認定を受けることができること。 

五 総務大臣は、毎年、電気通信事業者間の適正な競争関係の確保に関する評



－ 52 － 

価等を行うこと。 

六 電報の事業について、電気通信事業とみなすこと等とする規定を削除する

こと。 

七 地域会社の行う地域電気通信業務について、同一の都道府県の区域内にお

ける通信を媒介する業務から、目的業務区域内における通信を媒介する業務

に見直すこと。 

八 地域会社について、特定の合併又は分割の決議に係る総務大臣の認可を不

要とするほか、電気通信設備の設置に必要な建物その他の工作物及び土地の

譲渡等に総務大臣の認可を必要とすること。 

九 この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して１年を超えない範

囲内において政令で定める日から施行すること。なお、最終保障電気通信事

業者に関する制度の整備に関する規定等は、公布の日から起算して２年を超

えない範囲内において政令で定める日から施行すること。 

 

○行政書士法の一部を改正する法律案（総務委員長提出、衆法第36号）要旨 

 本案は、近時の行政書士制度を取り巻く状況の変化を踏まえ、行政書士の使

命及び職責を明らかにする規定を設けるとともに、特定行政書士の業務範囲を

拡大する等の措置を講じようとするもので、その内容は次のとおりである。 

一 行政書士の使命 

  行政書士は、その業務を通じて、行政に関する手続の円滑な実施に寄与す

るとともに国民の利便に資し、もって国民の権利利益の実現に資することを

使命とするものとすること。 

二 職責 

 １ 行政書士は、常に品位を保持し、業務に関する法令及び実務に精通し

て、公正かつ誠実にその業務を行わなければならないものとすること。 

 ２ 行政書士は、その業務を行うに当たっては、デジタル社会の進展を踏ま

え、情報通信技術の活用その他の取組を通じて、国民の利便の向上及び当

該業務の改善進歩を図るよう努めなければならないものとすること。 

三 特定行政書士の業務範囲の拡大 

  特定行政書士が行政庁に対する不服申立ての手続について代理し、及びそ

の手続について官公署に提出する書類を作成することができる範囲につい

て、行政書士が「作成した」官公署に提出する書類に係る許認可等に関する

ものから、行政書士が「作成することができる」官公署に提出する書類に係
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る許認可等に関するものに拡大すること。 

四 業務の制限規定の趣旨の明確化 

  行政書士又は行政書士法人でない者による業務の制限規定に、「他人の依

頼を受けいかなる名目によるかを問わず報酬を得て」の文言を加え、その趣

旨を明確にすること。 

五 両罰規定の整備 

  行政書士又は行政書士法人でない者による業務の制限違反及び名称の使用

制限違反に対する罰則並びに行政書士法人による義務違反に対する罰則につ

いて、両罰規定を整備すること。 

六 施行期日等 

 １ この法律は、令和８年１月１日から施行すること。 

 ２ その他所要の規定を整備すること。 

 

○放送法第70条第２項の規定に基づき、承認を求めるの件（内閣提出、承認

第１号）要旨 

本件は、日本放送協会の令和７年度収支予算、事業計画及び資金計画につい

て、放送法第70条第２項の規定に基づき、国会の承認を求めるものである。 

１ 日本放送協会（ＮＨＫ）予算 

 収支予算 

ア 一般勘定 

 事業収支 

区 分 予算額（億円） 

事業収入 6,034 

 受信料 5,800 

その他の事業収入 234 

事業支出 6,434 

 国内放送費 3,244 

国際放送費 202 

国内・国際放送番組等配信費 170 

契約収納費 462 

給与 1,112 

退職手当・厚生費 313 

減価償却費 559 

その他の事業支出 370 

事業収支差金 △400 
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     「事業収支差金」△400 億円については、還元目的積立金で補てん。 

    資本収支 

区 分 予算額（億円） 

資本収入 903 

資本支出 903 

 建設費 874 

出資 29 

資本収支差金 － 

  イ 有料インターネット活用業務勘定 

    事業収支 

区 分 予算額（億円） 

事業収入 59 

事業支出 55 

事業収支差金 4 

    資本収支 

区 分 予算額（億円） 

資本収入 0.01 

資本支出 0.01 

資本収支差金 － 

  ウ 受託業務等勘定（事業収支） 

区 分 予算額（億円） 

事業収入 11 

事業支出 9 

事業収支差金 1 

 事業計画 

・放送でもインターネットでも、正確で信頼できる情報を発信し、健全な

民主主義の発達に資する。 

・命と暮らしを守る放送・サービスに全力で取り組む。 

・国際発信は、質的充実を図るほか、リスク管理・ガバナンス強化に取り

組む。 

・受信料の公平負担の徹底を図るため、受信料収入を確保するとともに、

財源の多様化を図る。 

・説明可能な経営を徹底するなど、視聴者・国民から信頼される組織運営

に努める。 

 資金計画 
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令和７年度の資金計画は入金総額8,035億円、出金総額8,139億円をもっ

て施行する。 

なお、資金計画の入金・出金総額には、事業収入・支出には計上されな

い資金の流入・流出（有価証券償還や購入等）があることから、収支予算

（全体）の収入・支出額とは一致しない。 

２ 令和７年度ＮＨＫ予算に付する総務大臣の意見（抄） 

・国民・視聴者の信頼に応える質の高い番組の提供等を行うこと。 

・受信料の適正かつ公平な負担の徹底のため、より一層の取組を進めること。 

・大規模災害に備えた公共放送の機能の強靱化を図ること。 

・放送という手段に加え、インターネットを通じて放送番組等を国民・視聴

者に提供する役割を果たすこと。 

・国民各層や関係者の意見も幅広く聞きながら、既存業務の見直しに聖域な

く取り組む等、事業構造改革に不断に取り組むこと。 

（附帯決議） 

 政府及び日本放送協会は、次の各項の実施に努めるべきである。 

一 協会は、正確で信頼できる、社会の基本的な情報を発信するとともに、近

年深刻化している「偽情報・誤情報の流通」を防止する取組等を通じて、健

全な民主主義の発達に資するという放送の社会的使命を果たすこと。 

二 政府は、日本国憲法で保障された表現の自由、放送法に定める放送の自律

性に鑑み、協会を含めた放送事業者の番組編集について、引き続き自主・自

律性を尊重すること。 

三 協会は、不断の経営改革により、できる限り早期に赤字予算を解消し、受

信料収入と事業規模との均衡を確保するとともに、中期経営計画で掲げた事

業支出の削減が、サービスやコンテンツの質の低下を招かないよう、また、

協会の職員や関連団体に過度な負担を生じさせないよう配慮すること。 

四 協会は、公共放送の存在意義及び受信料制度に対する国民・視聴者の理解

の促進や信頼感の継続的な醸成を通じて、支払率の改善に努めること。ま

た、放送を受信する視聴者の減少を見据え、受信料の在り方を含め、協会の

運営を持続可能なものとするための基本的な考え方を早期に提示すること。 

五 協会は、経営委員会及び理事会等における意思決定の内容やその過程を合

理的に跡付け、又は検証することができるよう、放送法その他の法令に基づ

く文書等を適切に作成・管理を行うとともに、原則として公表すること。 

六 協会は、令和６年８月19日のラジオ国際放送において、協会が自ら定めた
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番組基準に反する放送が行われた事案を踏まえ、協会が定めた再発防止策を

着実に実施するなど、放送の適正性の確保に努めること。 

七 協会は、経営改革の実行に当たっては、協会の職員の雇用の確保及び処遇

の改善に十分配慮すること。なお、協会の職員の給与については、他の民間

企業従業員の賃金や物価の上昇等を踏まえた適正な水準とすること。また、

上記の趣旨を踏まえ、関連団体の従業員の勤務条件の向上に配慮すること。 

八 協会は、協会の不十分な労務管理により職員の尊い生命が失われた事実を

厳粛に受け止め、今後も協会の業務に携わる者の命と健康を最優先し、適正

な業務運営と労働環境の改善に不断に取り組むとともに、障害者の雇用率の

向上及び女性の採用・登用の拡大について目標を設定し、その目標の達成に

努めること。 

九 協会は、インターネットを活用した業務の実施に当たっては、民間の事業

に及ぼす影響に留意しつつ、引き続き正確で信頼できる、社会の基本的な情

報を発信するとともに、国民・視聴者のニーズや動向を踏まえたコンテンツ

の提供に努めること。なお、番組関連情報の提供に当たっては、番組関連情

報が「偽情報・誤情報の流通」の防止に資するものとなるよう十分に留意す

ること。 

十 協会は、音声波の削減については、ラジオ放送が災害時において情報提供

手段として高い有用性があること、ラジオ第二放送が民間放送事業者の手掛

けにくい教育・教養番組の放送を多面的に行っていること等を踏まえ、削減

後の音声サービスを具体的にどのように改編し、提供してゆくのか、早期に

国民・視聴者へ示すこと。 

十一 協会は、放送センターの建設計画の抜本的な見直しの具体的な内容を早

急に明らかにするとともに、国民・視聴者の理解が得られるよう説明を尽く

すこと。 

十二 協会は、災害によって放送が途絶した事実を踏まえ、耐災害性の強化に

資する取組を更に促進すること。 
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＜委員会決議＞ 

○持続可能な地方税財政基盤の確立等に関する件 

地方公共団体が住民生活に必要な行政サービスを持続的かつ安定的に提供し

ていくためには、持続可能な地方税財政基盤の確立が不可欠であること等に鑑

み、政府は、次の諸点について措置すべきである。 

一 交付団体を始め地方の安定的な財政運営に必要な一般財源総額については、

前年度の地方財政計画の水準を下回らないよう、予見可能性を持って安定的

に確保するとともに、社会保障関係費その他の拡大する行政需要を正確に見

積もり、実態に合わせた拡充を図ること。併せて、各地方公共団体が、地域

の実情に応じた独自の施策を円滑に実施できるよう、地方単独事業の財源の

充実を図ること。 

二 地方交付税については、本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が

十分発揮できるよう、引き続き、地方税等と併せ必要な総額の充実確保を図

るとともに、法定率の引上げを含めた抜本的な見直しを検討し、臨時財政対

策債等の特例措置に依存しない持続的な制度の確立を目指すこと。 

三 地方交付税の原資となる税収の見積りに当たっては、特に減額による混乱

を回避するため、正確を期すよう、万全の努力を払うこと。また、年度途中

に税収の見込額が減額される場合には、地方公共団体の財政運営に支障が生

じないよう、国の責任において十分な補塡措置を講ずること。 

四 地方税については、地方財政の自主性・自立性を確立するとともに、安定

的で充実した財源の確保を可能とする地方税制の構築を図ること。また、税

負担軽減措置等の創設や拡充など減収が生ずる地方税制の見直しを行う場合

には、真に地域経済や住民生活に寄与するものに限られるよう、慎重に対処

するとともに、代替の税源の確保等の措置を講ずること。とりわけ固定資産

税は、市町村の基幹税目であることを踏まえ、納税者の税負担にも配慮しつ

つ安定的税収の確保に努めること。 

五 いわゆる「103万円の壁」の更なる引上げによる恒久的な減税を行う場合

には、地方公共団体の財政運営に影響が生じないよう、国の責任において恒

久財源を適切に確保すること。 

六 軽油引取税の「当分の間税率」については、自動車関係諸税全体の見直し

の議論と併せて検討を行い、地方公共団体の財政に悪影響を及ぼさないよう、

恒久的な財源を確保すること。 

七 ふるさと納税制度に関しては、寄附の募集や返礼品等に係る情報を掲載す
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るポータルサイトの運営事業者に対して地方公共団体が支払う手数料等の募

集に要する費用が増加していることに鑑み、制度の趣旨をゆがめる不適切な

運用などがないか注視すること。 

八 企業版ふるさと納税については、地域再生計画の認定が取り消される不適

切事案が発生したことを踏まえ、制度の趣旨に沿った運用がなされているか

注視し、必要に応じて更なる見直しを検討すること。 

九 地方債については、財政力の弱い市町村が円滑に資金を調達できるよう、

地方公共団体金融機構の機動的な活用を含め、公的資金の確保と適切な配分

に最大限の配慮を行うこと。 

十 臨時財政対策債を始め、累積する地方債の元利償還については、将来にお

いて地方公共団体の財政運営に支障が生じないよう、万全の財源措置を講ず

ること。 

十一 昨今の金利上昇の影響にも留意しつつ、引き続き、臨時財政対策債の発

行抑制や交付税特別会計借入金の残高の着実な縮減に努め、地方財政の健全

化を進めること。 

十二 会計年度任用職員を含む地方公務員の人件費については、民間給与の上

昇等の動向を踏まえ、その増加に要する財源を確実に措置するとともに、会

計年度任用職員の給与改定の遡及等が確実に行われるよう徹底すること。ま

た、専門人材を始め、地方公共団体における人員確保が困難となっている状

況を踏まえ、地方公務員の人員確保や専門性向上のために必要な財政措置そ

の他の支援に万全を期すこと。 

十三 公立病院については、物価高騰や人件費の増加等によって経営状況が著

しく悪化していることを踏まえ、引き続き、持続可能な地域医療提供体制を

確保するため、十分な財政措置を講ずること。 

十四 物価高騰に伴う地方公共団体の行政経費の増加については、各団体の財

政運営に与える影響の把握に努め、必要がある場合には、迅速に追加的な財

政措置を講ずること。 

十五 地方公共団体が維持管理する施設・インフラについては、今後とも老朽

化に伴う更新需要の増大が見込まれることを踏まえ、更新・老朽化対策に要

する経費に関し、確実かつ安定的に財源を確保すること。 

十六 地方公共団体情報システムの標準化については、標準準拠システムへの

移行が完了するまでに要する経費を全額国費で支援するとともに、移行完了

後の運用経費等についても、その増加分を含め適切に財政措置を講ずること。
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また、地方公共団体のデジタル人材が不足している現状に鑑み、地方公共団

体におけるデジタル人材の確保・育成が計画的に行われるよう必要な支援を

行うこと。 

十七 東日本大震災からの復旧・復興事業が着実に実施できるよう、復旧・復

興事業が完了するまでの間、震災復興特別交付税を始め、必要な財源を確実

に確保すること。また、令和６年能登半島地震の被災地方公共団体に対して

は、被災者支援や復旧・復興事業が迅速かつ確実に実施できるよう、必要な

人的支援及び十分な財政措置を講ずること。 

十八 近年、自然災害が頻発化・激甚化し、全国各地で住民生活の安全・安心

を脅かす甚大な被害が発生していることを踏まえ、地方公共団体において、

更なる防災・減災対策に予防保全の視点を含めて取り組むことができるよう、

十分な財政措置等を講ずること。 

右決議する。 

 

○地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する件 

政府及び地方公共団体は、「地域人口の急減に対処するための特定地域づく

り事業の推進に関する法律の一部を改正する法律」の施行に当たり、次の事項

について適切な措置を講ずべきである。 

一 都道府県知事が特定地域づくり事業協同組合を認定するに当たっては、

「地域社会の維持が著しく困難となるおそれが生じる程度にまで人口が急激

に減少した状況」にあり、かつ「地域づくり人材の確保について特に支援を

行うことが必要であると認められる地区」との要件を十分に踏まえ、真に地

域づくり人材の不足している地区においてのみ認定・設立されることとなる

よう、過疎地域の基準その他の定量的な基準を参考にすることを含め、必要

な措置を講ずること。また、都道府県知事が特定地域づくり事業協同組合の

認定の有効期間を更新するに当たっては、認定の有効期間における地域社会

の維持及び地域経済の活性化に資する取組の状況を勘案した上で、この要件

を十分に踏まえ、真に地域づくり人材の不足している地区においてのみ認定

が更新されることとなるよう必要な措置を講ずること。 

二 特定地域づくり事業協同組合の職員の労働条件及び労働環境を改善すると

ともに、地区外、特に他都道府県からの人材の移住や定住の実績及び効果に

ついて検証・評価するため、国及び地方公共団体は、事業協同組合から必要

な情報の提供・報告を受けるとともに、特定地域づくり事業協同組合の労働
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者派遣事業の運営の状況、職員の処遇、退職後の動向や退職理由、及び就職

前後の居住状況その他事業の実施状況及び本法に基づくガイドラインの遵守

の実態について、毎年調査を行い、その結果を分析の上、公表すること。ま

た、政府及び地方公共団体の特定地域づくり事業協同組合に対する財政的な

支援については、この調査結果を踏まえ、特定地域づくり事業の推進等を通

じて地域社会の維持及び地域経済の活性化に資する取組が着実に行われてい

るかどうかを検証した上で、適切なものとなるよう、その在り方について必

要な検討を行うこと。 

三 改正法により市町村への派遣に係る員外利用規制が大幅に緩和されること

に鑑み、特定地域づくり事業協同組合が職員を市町村へ派遣する場合には、

当該市町村において雇用されている常勤職員や会計年度任用職員等の職員の

代替としないことを原則に、当該市町村の職員や市町村から委嘱を受けて活

動する地域おこし協力隊の隊員との間で、業務又は事務の内容に応じて処遇

の均等・均衡が確保されるよう、適切に指導、助言その他必要な措置を講ず

ること。 

四 特定地域づくり事業協同組合がその職員となる無期雇用派遣労働者を募

集・採用するに当たっては、できる限り当該人口急減地区外、特に他都道府

県からの人材の移住や定住が促進されるよう、必要な各種施策を講ずること。

また、組合員である事業主が、既に雇用している従業員を安易に解雇・雇い

止めし、又は自社との兼業の形で事業協同組合の職員として就労させること

のないよう指導すること。 

五 特定地域づくり事業協同組合の職員が地域づくり人材として特定地域づく

り事業に従事しつつ適切に将来のキャリア形成を図ることの重要性に鑑み、

特定地域づくり事業協同組合において、職員本人の希望に適合する就業の機

会の確保のための配慮、特定の事業に継続的・専門的に従事する期間の確保、

資格取得等のために必要な教育訓練・キャリアコンサルティングの実施等の

取組が行われるよう、所要の措置を講ずること。 

六 特定地域づくり事業協同組合の認定に当たっては、労働者派遣事業の運営

に関して十分な専門性及び人的体制が確保されていることを確認するととも

に、そのために必要な措置及び支援策を講ずること。 

七 特定地域づくり事業協同組合が、教育訓練・キャリアコンサルティングの

実施その他の労働者派遣法において義務付けられている業務の一部を第三者

に委託する場合には、本来、当該組合が責任を持って同法上の義務を果たす
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べきものであることに鑑み、これらの委託した業務が職員の能力向上及び

キャリア形成に資するよう適切に管理・運用されるよう必要な措置を講ずる

こと。 

八 政府及び地方公共団体は、特定地域づくり事業協同組合に対し、労働条件

の適切な設定と明示、時間外・休日労働の制限、年次有給休暇の取得促進、

派遣労働者の直接雇用の推進、教育訓練の実施その他の労働者の保護に関す

る法制度について、十分な情報提供を行うこと。 

九 特定地域づくり事業協同組合がその職員を派遣するに当たっては、組合の

事業計画の内容、組合員の行う事業に係る業務又は事務の内容、想定される

派遣先の業務又は事務の内容、それらに応じた適正な水準の給与及び手当を

始めとする待遇等について、その者に対し十分な事前説明が行われるよう適

切に指導すること。 

十 特定地域づくり事業協同組合がその組合員として新たな事業者を加入させ

ようとする場合には、事前に職員の意見を聴取すること等の職員の理解を得

るための措置が講じられるよう、適切に対処すること。 

十一 特定地域づくり事業協同組合が雇用する職員の雇用の継続、従事する業

務の内容、労働条件等に重大な影響を及ぼす程度に事業内容を変更しようと

する場合には、職員に対し、事前に十分な説明を行い、理解と同意を得るよ

う指導すること。この場合において、都道府県知事は、新たな事業計画を受

理する際には、特定地域づくり事業協同組合がその職員に対し事前に十分な

説明を行うべきことを指導すること。 

十二 特定地域づくり事業協同組合の職員が従事する特定地域づくり事業は、

地区によってはその内容が多種多業にわたる可能性があることから、特定地

域づくり事業協同組合が職員の労働安全衛生の確保に特に注意を払い、事前

の労働安全衛生教育の実施など組合員とも連携して十分な安全対策がなされ

るよう必要な措置を講ずること。 

十三 人口急減地域において特定地域づくり事業協同組合の職員が安心して働

き、扶養する家族を含めて安心して生活を営むことができるようにするため、

国及び地方公共団体による財政上の措置その他の措置が講じられていること

も踏まえ、当該地域における適正な水準の給与及び手当等の確保その他の適

切な労働・生活環境が確保されるよう、事業協同組合の職員からの意見聴取

を踏まえつつ、毎年の調査その他必要な措置を講ずること。また、その内容

を公表し、都道府県による適切な指導につなげること。 
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十四 特定地域づくり事業協同組合が、その職員を派遣する場合、安定的かつ

継続的に就業先の提供を行うことができるよう、関係事業者団体との間の情

報の共有の促進その他必要な措置を講ずること。また、事業協同組合が新た

な就業機会を提供できない場合であっても、職員の雇用及び賃金の支払の維

持を図るための措置、休業手当の支払等の労働関係法令に基づく雇用者責任

を適切に果たすことができるための知識の普及その他必要な措置を講ずるこ

と。 

十五 特定地域づくり事業協同組合において、新たな就業機会を提供できない

ことのみを理由としてその職員を解雇した場合、その職員の就業条件に十分

に配慮していない場合など、不適切な行為が認められた場合には、業務改善

命令その他所要の措置を講ずること。また、特定地域づくり事業協同組合に

おいて、労働者派遣法その他の労働関係法令違反が認められた場合には、労

働者派遣法に基づいて事業廃止命令その他所要の措置を講ずるとともに、事

業廃止命令を受けた特定地域づくり事業協同組合については速やかにその認

定を取り消すなど適切に対処すること。 

十六 本事業の目的は、組合職員の雇用の安定と生活の安心を確保し、特定地

域づくり事業にやり甲斐をもって参加して地域への定着・定住を促進するも

のであることに鑑み、組合は月給制を基本とするなど組合職員の処遇が安定

的なものとなるよう努めること。また、時間外割増賃金の支払いや各種手当、

賞与、退職金、昇給・昇格制度など適切な処遇の確保が図られるとともに、

労働者の希望に応じた有給休暇、出産・育児・介護休業等の取得が保障され

るよう、国及び地方公共団体が責任を持って事業協同組合への指導・監督を

行うこと。 

十七 特定地域づくり事業協同組合の事業費において、事務局運営費の比率が

過大となっている事例が散見されることに鑑み、事業の効率化及び適正化に

努め、派遣職員人件費の比率を可能な限り高めるよう必要な措置を講ずるこ

と。 

十八 本法に基づく労働者派遣事業は、労働者派遣法の特例として人口急減地

域に限定的に認められていることを踏まえ、労働者派遣法の根幹に関わる新

たな特例の検討を原則行わないこと。 

十九 地方公共団体の任命権者は、その職員である一般職の地方公務員が公務

外で特定地域づくり事業に従事する場合においては、当該職員の自主性を損

なうことのないよう配慮しなければならないこと。 
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右決議する。 

 

  


